
















































































ショナル ･コーポレー ト･ガバナンス ･ネット
ワー ク (InternationalCorporate Governance
Network,以下 ｢ICGN｣ とい う)が設立 され
た3｡ICGNは､1998年から2009年までに数種類
のコーポレー ト･ガバナンスに関する原則を公








































図 1 コーポレー ト･ガバナンス原則の分類
種類 主体等 例示 策定原則
(出所)筆者作成｡
OECD OECDコーポレー ト･ガバナンス原則-2004-(2004)
世界銀行 GCGF設立原則 (2000)GCGF-EU原則 (2008)
lCGN ICGNコ-ポレー ト.ガバナンス原則 (1999･0509)など
ESAD ESADコーポレー ト･ガバナンス原則と勧告 (2000)
CH Cllコーポレー ト･ガバナンス原則 (2001･09)
CalPERS･Hermes CalPERS･Hermesコーポレー ト･ガバナンス提携原則 (1998)
CalPERS グローバル .コーポレー ト･ガバナンス原則 (1997･99)
TIAA-CREF TIAA-CREFコーポレー ト･ガバナンス原則 (2001･07)
3委員会 (英) キヤドバリー (1992)グリーンブリ- (95)ハンベル (98)
ALl(栄) コーポレー ト･ガバナンス原則 (2002)
JCGF(日) JCGFコーポレー ト･ガバナンス原則 (1997･98･01･07)
CACG(英) CACGコーポレー ト･ガバナンス原則 (1999)
企業法制度改革 企業法改正への提言 (経団連)､公開会社法の制定 (民主党)
上場規則 日本､イギリス､アメリカ､香港､タイなど
GM(栄) GMコーポレー ト･ガバナンス原則 (2009)































広義のコーポレ- 経済団体連合会 緊急提言 (1997).提言 (2009).報告書 (2000).
ト.ガバナンス原則(狭義も含む) 意見書 (2001.2006)経済同友会 提言 (1996.1999.03.09)
狭義のコーポレート.ガバナンス原則 OECD(公的国際機関) OECDコーポレー ト.ガバナンス原則 (1999)
新OECDコーポレー ト.ガバナンス原則 (2004)
ⅠcGN(私的国際機関) ⅠCGNコーポレー ト.ガバナンス原則 (1999.2005)
改訂ⅠCGGNコーポレー ト.ガバナンス原則(2009)



































































































表3 日本国内のコーポレー ト･ガバナンス原則 (2000年以降)
公的国内機関 私的国内機関 法令 .規則 企業独自
企業競争力の強化 ･東京証券取引所の ･日本コーポレート. ･経済団体連合会 ･トヨタ .ビジョン
原則 (2009年) ガバナンス.フォー の商法改正-の提 (2003年)
･経済産業省の提言 ラムの原則 (2002年 .言 (2001年) ･日産180(2000年)
(2001年) 2007年)･経済同友会の提言(1999年 .2003年 . ･経済団体連合会の会社法改正-の提言 (2003年)





















































































































表 5 企業競争力の強化を主眼としたコーポレー ト･ガバナンス原則の内容
コーポレー トガヴア 改訂コーポレー ト ガバナ 新コーポレー ト.ガバナン
ナンス原則 (1998年) ンス原則 (2002年) ス原則 (2007年)
取締役と (∋社外取締役制度の確立と(∋取締役会の地位と目的 2.2 取締役会






監査役と会 ①社外監査役の積極的活用 2.4 監査役 .監査役会 .
②監査領域の拡大③ 委員会-の移行 監査委員会
情報開示 . (D取締役会のシステム構築 ⑲内部統制 2.5 会社役員の報酬②あらゆる企業情報開示 ⑫ディスクロージャー 7 内部統制
透明性 ③国際会計基準の導入 ⑭インベスター .リレーシヨ 2.8 ディスクロージャー
④利害関係者の利害調整 ンズ . 2.9 会計監査






























表6 コーポ レー ト･ガバナンス原則の内容
統合規範 (英)
1998年 2008年
株主の権利 C 株主との対話 D 株主との対話
取締役会 A 取締役 A 取締役
情報開示 .透明性 B 取締役の報酬D アカウンタビリティおよび会計監査 C アカウンタビリティおよび会計監査
利害関係者 E 機関投資家 E 機関投資家
ICGN原則 (私的機関)
1999年 2009年
株主の権利 1 法人の目的3株主議決権6 経営意思決定8 利益 1 企業 目的8 株主の権利9 責任
取締役会 4 取締役会制度 2 取締役会
情報開示 .透明性 2 対話と報告5 経営者の報酬 5 報酬6 会計監査7 開示と透明性
利害関係者 9企業市民活動
その他 7 企業のパフォーマンス 3 企業文化
OECD原則 (公的機関)
1999年 2004年
株主の権利 Ⅰ株主の権利 Ⅱ 株主の権利および主要な持分機能
Ⅱ 株主の公平な取扱い Ⅲ 株主の公平な取扱い
取締役会 Ⅴ 取締役会の責任 Ⅳ 取締役会の責任
情報開示 .透明性 Ⅳ 情報開示と透明性 Ⅴ 情報開示と透明性









































































ス原則 45』やHermesの 『Hermesコーポレー ト･
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